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平成３１年度  事 業 計 画 

  

Ⅰ 基本方針 

 

 １ 当公社は、平成２６年３月に知事から農地中間管理機構の指定を受け、同年

４月から農地中間管理事業を開始しました。 

   農地中間管理事業は、農業経営の規模拡大、農用地の集団化、農業経営を新

たに営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率化及び高度化の

促進を図り、農業の生産性を向上することを目的としています。 

   この事業により、当公社は営農の規模を縮小したり離農したりする県内の農

家等から農地を借り受け、当公社が中間保有し効率的に貸し付けることで、県

内の担い手農家の経営規模の拡大や農地の集団化を図ります。 

 

 ２ 本年度は、農地中間管理事業施行後５年の見直しに伴う法改正等を見据えつ

つ、引き続き県内における担い手への集積・集約目標面積、年間１，１００ｈ

ａの達成に向けて、農地中間管理事業の取り組みを加速します。 

   農地の借受希望面積に対して貸付希望面積が少ないため、市町村、ＪＡ、農

業委員会等の関係機関との連携を強化し、更なるＰＲや働きかけにより農地の

出し手への事業の周知徹底や掘り起こしを図ります。 

   平成２９年度の土地改良法改正により、機構が借り受けした農地について、

農家の申請によらず県が農家の費用負担や同意を求めずに基盤整備を実施する

ことが可能となった農地中間管理機構関連農地整備事業（以下「機構関連事業」

という。）を活用して、新たに基盤整備を実施する地区を、これまで取り組ん

できた重点地区に加えて指定し、関係機関と連携して事業に取り組みます。 

また、南国市で農林水産省中国四国農政局が取り組んでいる高知南国地区国

営緊急農地再編整備事業の早期実施に向け、本年度新たに重点地区に指定し農

地中間管理事業による担い手への集積・集約と出し手への周知に努めていきま

す。 

   次世代施設園芸を推進するため、高知県農業公社次世代施設園芸団地農地確

保基金を活用して優良農地を確保し園芸団地の基盤整備を支援します。 

   遊休農地や空きハウスについては、収集した情報をホームページに掲載する

等の効率的な方法で農業者とのマッチングを図ります。 

   併せて、新規就農者の農地中間管理事業の活用推進と経営初期の負担軽減を

図る「新規就農者農地確保等支援事業」に取り組みます。 

 

 ３ 農地中間管理機構の特例事業である農地売買等事業により、規模拡大を目指

す担い手や新規就農者に農地の利用集積を図るため、引き続き農地の売買を推

進します。 
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 ４ 新規就農総合対策事業では、農地確保にかかる就農相談員活動や就農支援資

金の管理運営により、新規就農者の確保や定着を図ります。 

  

 ５ 平成３１年度の推進体制は、公社職員４名、臨時職員１０名、農地集積推進

支援員１１名の合計２５名体制とし、この他に地域の人と農地等に精通した農

業関係者や世話役等を農地活用サポーターに委嘱します。 

   農地中間管理事業担当の中に引き続き次世代施設園芸団地農地確保担当を２

名配置するとともに、５市２町の合計１２名に委嘱しています農地活用サポー

ターを、農地集積の機運が高まった地区及び機構関連事業実施地区でさらなる

増員を図ります。 

 

 ６ 過去の事業にかかる未収金の債権管理及び回収のため、公社内で債権管理検

討会を毎月開催し、顧問弁護士等のアドバイスを得ながら、組織的、効果的に

取り組みを進めます。 

 

 

Ⅱ 具体的な事業内容 

  

 １ 農地中間管理事業  

 （１）平成３０年度は、重点地区を中心に県下全域で取り組みましたが、集落営

農組織などへの集積が過年度までに一部完了したことと、重点地区の基盤整

備地区での集積が工事の進捗、地元調整等でできなかったことなどにより、

平成２９年度の１１７ｈａから約１１３ｈａ（２月１日暫定値）の借入見込

みとなっています。 

    平成３０年度の借受希望は、応募回数を年５回実施した結果、延べ１０４

経営体、借受希望面積１３５ｈａとなりました。これに対し、貸付希望は２

５１名、貸付希望面積７８ｈａ（２月１日現在）で、過年度と比べて受け手

は横ばいですが出し手の面積が少なくなっています。 

これらについては、上でも説明したとおり事業が一定一巡したこと、出し

手への周知がまだ十分できていないことと、出し手の農地は未整備農地が多

く、受け手は優良な農地の借受を希望するためミスマッチングなどにより事

業が進んでいません。 

そのため、平成３０年度は基盤整備との連携を図るため県及び関係機関等

と連携し市町村･地元農家への周知活動を行った結果、北川村で機構関連事業

が事業着手となり、土佐清水市、宿毛市、本山町でも機構関連事業の早期事

業化に向けて地元説明・調整を行っています。 

    平成３０年度に担い手組織等との連携を進めコウチ･アグリマネジメント･

クラブ、高知県認定農業者連絡協議会及びこうち農業委員会女性ネットワー
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クとの連携協定を締結し、水土里ネット高知とも連携協定を締結しました。

本年度は、４団体の会員等と農地情報等を共有し事業の更なる推進を図りま

す。 

また、現場の農業委員及び農地利用最適化推進委員と連携し、機構の推進

支援員及び農地活用サポーターを中心に、出し手の掘り起こしと受け手への

マッチングをよりきめ細かに行います。 

さらに、果樹産地における担い手への園地集積を支援するために、果樹支

援関連対策の事業を活用し、果樹産地協議会等と連携し事業を推進します。 

    平成２９年度に貸借実績がない市町村が８市町村ありましたが、平成３０

年度末には新たに７市町村で実績ができる見込みです。今後も引き続き周知

活動を行い、県下全域での事業実施に取り組みます。 

    平成３０年度は、重点地区を１４市町村２５地区指定し事業を推進しまし

たが、平成３１年度は、国営緊急農地再編整備事業、機構関連事業、県営基

盤整備事業及び農地耕作条件改善事業の実施地区で、利用集積・集約の機運

が高まった地区を新たに７地区追加し、２地区が事業完了したことから、 

１４市町村３０地区を指定し事業を推進します。年度途中で集積の機運が高

まった場合には、重点地区を適宜追加して推進します。 

なお、年度途中で重点地区を変更または追加した場合には、直近の理事会で

報告します。 

 

  （２）次世代施設園芸団地の整備を図るため、高知県農業公社次世代施設園芸団

地農地確保基金を活用し市町村等関係機関と連携して、出し手ニーズに対応

した農地確保に取り組みます。 

     

 （３）地域における農業公社の窓口として市町村等への業務委託を行います。 

    また、出し手の掘り起こしや受け手へのマッチングを図るため、農業委員、 

   農地利用最適化推進委員及びＪＡ職員との連携を強化します。 

 

 （４）各エリアの重点地区に農地活用サポーターを配置し、体制強化を図ります。 

 

（５）農地中間管理事業や遊休農地意向調査によってもたらされる農地等の情報 

   を精査し、農地中間管理事業としての要件を満たさない農地や空きハウスの

情報も含めて、ホームページ上で公表し、マッチングを図ります。  
 

（６）新規就農者の農地中間管理事業の活用推進と経営初期の負担軽減を図るた

め、農地中間管理事業により農地の賃貸借を行った認定新規就農者が負担す

る就農５年以内の賃借料を補助します。 
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   計画目標 県内における担い手への集積・集約面積 年間１,１００ｈａ 

 

 

 ２ 農地売買等事業 

   市町村や農業委員会、農家等からの申し出をもとに、農地の売買を通じて、

規模拡大を目指す担い手や新規就農者等に農地の集積・集約を図ります。     

       

   計画目標 農地売買等事業による規模拡大・集積面積 年間４．５ｈａ 

 

 

 ３ 新規就農総合対策事業 

   新規就農総合対策事業では、高知県農業会議と共同で設置している新規就農

相談センターの機能を生かした農地確保に係る就農相談業務と農地中間管理事

業による新規就農者への農地集積の推進、農業次世代人材投資資金（準備型）

及び青年等就農資金の審査業務並びに就農支援資金の管理運営等を行います。 

 

   計画目標 農地に係る相談件数延べ４０回 

  

   


